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診療録に貼付等する書面の電磁的記録による保存について

「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（平成24年３月５日保医発

0305第１号）において、その写しを診療録に貼付等することとされている書面（以下「診療録に貼付

等された書面」という。）については、「規制改革実施計画」（平成25年６月14日閣議決定）において、

「カルテに貼付け等することとされている各種文書について、電子媒体での管理のみでよいことを明

確化する。」とされたところです（別紙参照)。

これを踏まえ、現行の取扱いに変更はないものの、下記の点に留意の上、電磁的記録により保存

した書面を、診療録に貼付等された書面とみなして取扱うことが可能であることを改めて周知いたし

ますので、貴管下の保険医療機関等に対し、周知徹底を図るようよろしくお願いしたします。

記

「民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律等の施行

等について」（平成17年３月31日医政発第0331009号、薬食発0331020号、保発第0331005号）の

規定に基づき、電磁的記録により保存した書面を、診療録に貼付等された書面とみなして取扱うこ

とが可能である。

なお、処方せんの取扱いについては、同通知第二の２の（４）によるものであること。



規制改革実施計画

〔：PX2~ ~ 6 ~ 14；〕

規制改革は、我が国の経済を再生するに当たっての阻害要因を除去し、民需主導の

経済成長を実現していくために不可欠の取組であり、内閣の最重要課題の一つである。

この課題に強力かっ着実に取り組むべく、規制改革を総合的に調査審議するため、

内閣総理大臣の諮問機関として「規制改革会議」を平成25年1月に設置した。

規制改革会議においては、我が国の成長戦略を構成する重要な基盤として、経済再

生に即効性をもっ規制改革、緊急度の高い規制改革から優先的に検討が行われ、平成

25年6月5日に「規制改革に関する答申」が内閣総理大臣に提出された。

当該答申を踏まえ、対象となった規制や制度、その運用等については、直ちに改革

に着手し、期限を定めて着実に実現を図っていくため、下記のとおり規制改革実施計

画を定める。

記

I 共通的事項

1 本計画の目的

本計画は、潜在需要を顕在化させることによる経済活動の支援、日本経済の再

生に資する各種規制の見直しを行い、経済社会の構造改革を進めることを目的と

する。

2 本計画の基本的性格

上記の目的を達成するため、本計画においては、当面の改革事項として、「規

制改革に関する答申J（平成25年6月5日規制改革会議）により示された規制改

革事項等について、それぞれ期限を切って取り組む事項として確定することによ

り、その着実な実施を図る。

3 規制改革の推進に当たっての基本的考え方

規制改革の目的は、国の成長・発展、国民生活の安定・向上及び経済活動活

性化への貢献にある。今回、規制改革を進めるに当たっては、このような観点



から、以下の諸点を念頭に進める。

① 経済環境の変化に適合して、経済成長を実現する

経済環境や新技術の開発等に応じた規制の見直しが行われなければ、イノ

ベーションや生産性向上の機会が縮小する。また、成熟産業から成長産業に

「人が動く」ことができなければ、産業の新陳代謝が進まず、経済も成長し

ない。

特に我が国が直面する少子高齢化や低自給率で不安定なエネルギー供給、

未曽有の厳しい財政事情等を踏まえれば、規制改革によって、企業、 NPOな

ど事業者の創意工夫を拒む壁を取り除き、イノベーションを喚起し、消費者

の潜在的需要を開花させることは、喫緊の課題である。

さらに、世界から我が国へ投資を呼び込み、成長分野を圏内に育てるため

には、規制が国際的にみて標準レベルにあることで満足しではならず、世界

に範を示す「世界最先端」の経済環境を目指していく必要がある。こうした

取組が、我が国に対する世界からの評価を高めることにつながる。

② 国民に多様な選択肢を提供する

過剰な参入規制は、新しい技術やノウハウを持った事業者の参入を阻害し、

消費者が新しい製品やサービスをより安価に享受する機会を奪う。また、 IT

や新エネノレギーなどの普及により社会経済が変化していくが、こうした変化

に適応できない規制の存続は、新サーピスの成長を阻む。

近年、 IT等の技術革新によって、広い範囲で業種間の融合が起こってい

る。したがって、相互に代替可能な生産・サービスの提供において競争条件

が異なることにならないよう、絶えず規制を見直していくことは、消費者の

選択肢を広げるために、一段と重要性を増している。

また、働く人が、本人の希望で多様な雇用形態を選択でき、何歳になって

も個人の能力・資質を高める機会を得られることは、生活の安定にとどまら

ず経済社会全体の豊かさにもつながっていく。

③意欲と創意に満ちた事業者に活躍の機会を提供する

意欲と創意工夫に満ちた新規参入者が広く知恵と資金を集めることで、産

業の発展可能性が広がる。

規制は、外からの新規参入者のみならず、産業内の意欲と創意に満ちた事

業者の活躍の場を狭めることになってはならない。規制によって競争が制限

され、イノベーションが生まれる可能性が減殺されれば、その産業の衰退を
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招く。

④ 安全性をより効率的な手法で確保する

規制の主な目的の一つは、自立・自助を基本とする社会において、自己

責任を超えた部分での安全性を確保することだが、同じ目的をより効率的な

手法で達成するためにも、規制の絶えざる見直しが必要である。

4 改革の重点分野

本計画においては、内閣総理大臣から内閣府特命担当大臣（規制改革）への指

示（平成25年1月25日日本経済再生本部）及び「規制改革に関する答申jを踏

まえ、また、「日本再興戦略J（平成25年6月 14日閣議決定）の推進に当たり阻

害要因を除去するため、「エネノレギー・環境」、「保育」、「健康・医療J、「雇用」、

「創業等j を改革の重点分野とする。

5 規制改革ホットラインの設置

広く国民・企業等から寄せられる規制改革要望（各種手続の簡素化等を含む。）

については、常時受け付け、迅速に対応することとし、内閣府に「規制改革ホ

ットラインjを平成25年3月22日に設置した。

内閣府は、寄せられた要望について、関係府省に随時検討要請し、その回答

を取りまとめ、公表するとともに、規制改革会議に報告する。

6 国際先端テストの実施

国際先端テストは、「世界で一番企業が活動しやすい国」、「世界で一番国民が

暮らしやすい国Jを作るために、個別の規制の必要性・合理性について、国際

比較に基づき、我が国の規制が世界最先端のものになっているかを検証するも

のであるロ

今後、規制改革を進めるに当たり、この手法を活用することとし、その定着

に努める。

7 計画のフォローアップ等

内閣府は、本計画に定められた措置を積極的に推進するとともに、毎年度末

にその実施状況に関するフォローアップを行う。その結果は、規制改革会議に

報告するとともに、公表する。

また、内閣府は、規制改革に関する既往の閣議決定の実施状況についても、

必要に応じ、上記フォローアップ時に合わせてフォローアップを行い、公表す
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る。

8 POCAサイクルの構築

規制改革は、時代の変化に合わせて、まずその所管府省自らが主体的に見直

すことが本来の在り方である。今後の規制改革会議における議論も踏まえ、所

管府省自身が主体的・積極的に規制改革に取り組むPDCAサイクルが機能するた

めの仕組みの構築を進める。
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3 健康・医療分野

( 1）規制改革の観点と重点事項

「病気や介護を予防し、健康を維持して長生きしたい」との国民のニーズに

応え、世界に先駆けて「健康長寿社会」を実現するため、

－患者の利益に適う最先端の医薬品、医療機器等の一日でも早い圏内使用の

実現

・全ての国民が健康な生活を営むため、予防も含めた医療サービス等への「安

全」かっ「容易」なアクセスの確保

－国民のニーズに合った医療を提供できる医療機関の発展の促進

－国民のニーズに合った介護サービスの提供等による高齢化社会への対応

・「健康長寿社会」が創造する成長産業としての健康・医療関連産業の健全な

発達及び我が国の医療技術・サービスの国際展開による国富の拡大

の観点から、①再生医療の推進、②医療機器に係る規制改革の推進、③一般健

康食品の機能性表示を可能とする仕組みの整備、④医療の ICT化の推進に重点

的に取り組む。
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④医療の Ic T化の推進

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期（案） 所管省庁

一般用医薬品については、イン者告のー安ネ全ッ性ト販を確売を認
めることとする。その際、消費 保し
つつ、適切なルールの下で行うこととする。

ただし、「スイッチ直後品目」及び「劇薬指仮性売定質や品が使異目用」なに
ついては、他の一般用医薬品とはその
るため、医療用に準じた形での慎重な販 本年秋頃までに

18 一般用医薬品のイン を促すための仕組みについて、その成分、用法、用 結論を得て、所 厚生労働省ターネット販売 量、副作用の発現状況等の観点から、医学・薬学 要の制度的な措
等それぞれの分野の専門家による所要の検討を行 置を講じる
う。秋頃までに結論を得て、所要の制度的な措置を
講じる。
検討に当たっては、インターネット販売か対面販売
かを問わず、合理的かつ客観的な検討を行うものと
する。

19 
医療情報の利活用の

平成25年度措置 内閣官房
ための工程表の策定 厚生労働省

略本ヒの部全(I体T総構合想戦（5略年本儲部）等と連携して、医療のIC
T1 後・10年後）とその実現に必要
な工程表を早急に策定する。

性対か面、ら有、診特効療定性と疾等組患にみ治つ合療いわて管せの理たエ料遠ビ、隔在デ診ン宅療ス療にが養お得指いら導てれ管、た安理も全料の
平成26年度診療

20 遠隔医療の推進① 等について診療報酬の算定を認めることを中央社 報酬改定に合わ 厚生労働省
会保険医療協議会において検討する。また、遠隔 せて検討・結論
診療を行う際に処方せん料の算定が可能となる場
合を明確化する。

心臓ペースメーカ一指導管理料（遠隔モニタリング
による場合）については、4ヶ月lこ1度に限り対面診
療を行った際に算定することとされているところ、安 平成26年度診療

21 遠閑医療の推進②
全性、有効性等についてのエピデンスが得られてい

報酬改定に合わ 厚生労働省ることを確認したよで、対面診療を行うべき間隔を
延長すること、併せて、一定期間ごとに分貴医割療し協ての

せて検討・結論

算定を可能とすること等を中央社会保険 議
会において検討する。

カルテに貼付け等することとされている各種ごを文砂書に 平成25年7月ま
22 カルテ等の電子化 ついて、電子媒体での管理のみでよいこと明確化

でに措置 厚生労働省
する。

23 処方護の電子化
番処策捜土ネ号方で定筆制当すッドる該の度ワ．カ電にz基子のクドづ化の際を〈の構最個処実築大人方現に1盟番2当ににE号のた向活カっ電す用てた子すドは具化のる、体を普も社実的の及会な現とを保す工す踏障る程るまー．医観え表（特たを平成25年度上期

厚生労働省に措置

に、医療機関受診の際に複数枚のICカード等を持
参する必要がないようにする。）
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